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後発として

垂直立ち上げが

求められる｡

早期の意思決定

すぼやい,よい立ち上げ
効率的を運用

これまでのように作るだけ,売るだけ

では当初の中国進出の目標を達成
できなくなってきている｡

現地側での

競争力強化が

求められる｡

●現地での対応力鮒旨
(現地童藩)

･管理レベルの強化

･パートナー化による
効率的密集務分担

中国進出企業の状況と施策

競争が激化する｢世界の工場+=中国で.外部の支援サービスによって運用の効率化と現地競争力の強化を求める日系企業に射し,日立グループは,自身の経験を活用した一

貫サポートサービスを提供する｡

中国のWTO(世界貿易機構)加盟を俄に,わが国

の多くの企業が対中投資を拡大し,2万社を超える日

本企業が中国に進出している｡

中国に進出する企業は,事業の目的を明確にし,市場

の規模や法制度,文化,ライバルメーカーの状況などを

十分調査,検討したうえで,迅速に進出する必要がある｡

日立グループは,このような中国進出企業を支援す

るためのサービスに取り組んでいる｡進出を検討中の

J
はじめに

2001年12月11日に中国のWTO(世界貿易機構)加盟が

発効し,貿易関連制度･市場アクセスの改善が約束された｡

これにより,消費財業界にとって無視することのできない人口

13億人の巨大市場が自由貿易体制に加わり,開放されるこ

ととなっだ)｡また,2008年の北京オリンピック,2010年の上海

万国博覧会という国家的イベント開催を控え,西部大開発な

どの公共投資や,外資系企業による設備投資,所得増加に

企業に対しては,マーケテイング調査や企業信用調査,

事前視察,会社設立支援コンサルティングのサービス

を提供し,すでに中国に進出している企業には,建築

コンサルティングから情報基盤整備のサポート,物流

サービスまでを捷供する｡

日立グループは,中国でこれまで培ってきた,会社

設立から運営までのノウハウを生かし,中国進出に関

する一貫サービスの提供に取り組んでいる｡

よるおうせいな個人消費,高い国内貯蓄率と安価な労働力

を背景に,中国経済は中期的には年7%台の成長を維持す

るものと期待されている｡

2002年未の中国における日本企業の総数は,外資企業

登録数20万社のうち約8%,2万社弱と推計され,2003年1月

から4月期のわが国からの対中直接投資件数の累計は995

件(前年同期比＋24.5%)で,投資実行額累計は15.74億ドル

(同＋52.1%)と急増している2)｡日立グループは,中国への進

出を計画している日本企業,およびすでに中国に進出してい

る日系企業に対し,日立グループがこれまで培ってきた中国
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進出に関するノウハウを生かした中国進出企業支援サービ

スの提供を開始した｡

ここでは,その支援サービスについて述べる｡

2中国進出製造業を取り巻く環境と日立グループの対応

2.1中国進出製造業の=-ズ

｢世界の工場+と言われる中国への投資が拡大する一方

で,中国国内での競争は激化しており,日系企業も,ただ単

に中国で｢作るだけ+,｢売るだけ+といった姿勢では,中国進

出の目的を達成できなくなってきている｡2001年度に中国か

ら撤退,移転した日系現地法人45社を経済産業省が調査

したところ,撤退･移転理由の第1は｢拠点の統廃合+(33%)

であり,次いで｢需要の見誤り+(19.8%),｢現地企業との競

争激化+(6.6%)となっている3)｡このような状況下で,今後中

国への進出を検討する企業には,後発ゆえに迅速な事業の

立ち上げが求められており,早期の意思決定とスムーズな立

ち上げ,効率的な運用が必須となる｡一方,すでに中国に

進出している企業も,現地での競争力を強化するため,現地

主導の対応力強化や,管理レベルの強化,現地企業との

パートナー化による効率的な業務分担などの施策を検討し,

実施していく必要がある｡

2.2 日立グループの中国進出実績と支援サービスの

1981年に日中両国初の合弁企業｢福建日立電視机有限

公司+を設立して以来,日立グループは継続して中国進出を

果たしており,2003年11月現在で83社の現地法人を中国に

フェーズ 検討課題

(1)

進出横討
フェーズ

●検討すべき事柄

■市場の状況
●パートナー

･立地条件･法規制
など

(2)
会社設立

フェーズ

●必要な手続き

●申請羊膜

･事務所の確保

●日本との通信手段
など

(3)

工場建設
フェーズ

･建屋建設･機器調達

･日本からの設備移設

･現地に合った情報系基盤の整備
など

(4)

運用

フェーズ

･物流コスト抑制

●スタッフの確保

･速度･機器のメンテナンス

･通信費･出張費の抑制
など
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注:略語説明IP-VPN(lnternetProtocoトVirtualPrivateNetwork)

図1中国進出企業の検討課題と日立グループのサービス

検討の早期段階からサポートすることで,スムーズですばやい立ち上げを支援し.

日本側と中国側の協調で一貫サポートサービスを実現する｡
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展開している｡これらの現地法人を設立,運営してきた経験

により,日立グループおよび日立(中国)有限公司は,中国で

の合弁会社設立や,技術提携などの現地企業との調整,生

産,調達,販売のノウハウを蓄積してきた｡また,日立グルー

プがさまざまな業種や業態に対応してきたことで,幅広い知

見を持つことができた｡

日立グループは,これらの実績と経験を基に,日立(中国)

有限公司や関連事業所と連携し,国内での進出検討段階

から中国での会社設立,工場の建設,運用に至るすべての

フェーズで一貫した支援サービスを提供する｡各フェーズの

提供サービスを図1に示す｡

3中国進出検討中の企業向け支援サービス

3.1マーケテイング調査･企業信用調査

進出決定判断のための各種資料を提供する｡日立グルー

プの現地法人が窓口となり,中国現地で対応するので,日

本と中国とを連携した情報提供が可能である｡中国側では

現地の優良マーケテイング会社と提携しているため,煩雑な

手続きをする必要もなく,さまざまな情報収集を可能としてい

る｡また,現地の法律事務所･会計事務所とも掟携しており,

法律･税制などの最新情報も提供することができる｡さらに,

中国に進出している80社以上の日立グループ企業からも,

随時最新の中国事情を収集し,提供している｡

3.2 現地企業事前視察サービス

株式会社日立トラベルビューローは,航空券や宿泊などの

手配から現地視察対象のアポイントメント取得まで,現地視察

に必要なサービスを一括して提供する｡日立グループの中国

への渡航者(月に約1,000人)関連業務を手配しているノウハ

ウを活用し,専従スタッフが対応している｡現地視察に関し

ても,日立現地法人80社以上の協力により,サービスを提供

することができる｡

3.3 会社設立支援コンサルティング

中国に合弁会社を設立して進出をする際の,一般的な事

務手続きや支援サービスを図2に示す｡

新会社を設立する際の採算性などの調査(フィージビリティ

スタディ)の認可を例にとると,報告書に記載する主な項目と

して,新会社概況･経営範囲･売上販売計画･技術導入計

画･導入設備のほか,機器購入計画･工場建設計画･人員計

画･業績計画･貸借対照表などの作成が求められる｡日立グ

ループは,これまでの経験とネットワークにより,地域特性に関

するアド′iイスや,事例紹介,手順サポート,ドキュメント作成

コンサルティング,項目の要不要確認など,報告書作成全体

の支援を提供する｡特に,機器購入計画と工場建設計画に
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進出への一般的手順

(合弁の例)

フィージ糾ティヌタデイの渾可

合弁薬約締結

定款合意締結

技術ライ

轟榛ライセンス棄約舟耗

機密保持契約締結

会社登記簿可

営巣許可証取得

会社設立支援サービスメニュー

図2中国進出の手順と支援サービスメニュー

中国に合弁会社を設立する際の一般的な事務手続きを示す｡独自資本による場

合,合弁契約サポートなどは不要であるが,現地側企業の支援も得られなくなるため,

第三者による支援の重要性も増す｡

ついては,設備機器調達支援サービスと工場建築設計サ

ポートサービスにより,一貫したサポートができる｡

〃中国に進出済みの企業向け支援サービス

4.1建築コンサルティンクサービス

中国進出に際しての,工場や事務所などの建築に関する

情報を提供する｡日立グループは,中国内の拠点で最新の

市場や業界動向を把握するとともに,地元設計院とのネット

ワークを構築しており,具体的な工場建築の工程管理も提供

することができる｡特に,工場内のグノーンルームをはじめとす

るプラント設備や各種設備の調達,据付け工事に関しては,

株式会社日立建設設計と日立プラント建設株式会社がサー

ビスを提供する｡

4.2 日立グループ製産業機器の販売,サービス

南京日立産機有限公司は,産業用インバータなど,日立

グループ製産業機器の販売とサービスを提供する｡同社は

中国内に販売代理店によるネットワークを構築しており,販売,

サービス,エンジニアリングサポートを行う｡中国内でこれらの

産業機器を製造し,在庫を持つことにより,短納期での対応

を図っている｡

4.3 情報碁盤構築サポート

日立グループは,2002年4月,日系企業の中国進出に際

して現地でのIT化支援サービスを提供する拠点として,日

顧客の要望例

情報基盤導入に

ついて政府機関に
申請したい｡

ソフトウェア･

ハードウェアを

購入したい｡

セキュリティを

考慮した情報基盤

を構築したい｡

情報システムを
安心して利用
したい｡

図3情報基盤の構築サポートサtビス

顧客の要望に合わせた情報基盤構築サポートサービスを提供する｡

立信息系統(上海)有限公司(略称:HISS)を設立した｡

HISSが提供する情報基盤構築サポートサービスの概要を図

3に示す｡

HISSは,業務システム構築サポートサービスとして,中国

政府に認可された財務会計ソフトウェアの導入支援サービス

や,人事管理ソフトウェア導入支援サービスを提供する｡さら

に,中国市場向けに開発したウェブ対応の生産管理パッ

ケージ``GEMPLANET/WEBSKⅥ中国製品名称:軽舟)”

を中心としたシステムインテグレーションや,日本国内のシステ

ムと連携した中国へのシステム導入支援を行う｡

4.4 物流サービス

株式会社H立物流は,華南地区,聾東地区における物流

サービスを提供する｡

華南地区では,部材の集荷から増値税還付処理,部材

のJIT(Justin Time)配膳(ぜん),製品輸出までの,一貫

した物流サービスを掟供する｡いつもの決まったコースを回る

｢ミルクラン+集荷によって輸送費を低減するほか,車上通関

により,調達TAT(Turn Around Time)の短縮が見込め

る｡また,生産ライン別の24時間JIT配膳や,一貫作業による

スムーズな輸出作業を特徴とする｡

華東地区では,物流の一元化による輸送費低減と,一元

化された情報に基づく出荷計画･顧客調整･複数顧客納期

管理･混載プラン作成によるリードタイムの短縮を目的に,集

荷･混載から日本での輸入仕分け･配送まで一貢した物流

サービスを提供する｡

日立細2004-3l馴
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チャイナ

テレコムなど

CNLink社

私設網

′一′
′

CNLink社

‖〕C

データ温倍,電話,

テレビ金額,携帯電話を

ノ.統合した通信網

CNLink社

IDC

帯域確保

高セキュリティ

日本電信電話
株式会社など

注:略語説明IDC(lnternetDataCenter)

図4CNLink社のIP-VPNサービス

中国政府の旧Pライセンス(わが国の特別第二種通信事業者に相当)を取得し.

独自のバックボーンを構築している

4.5 貿易システムの構築とサービスの提供

株式会社日立国際ビジネスは,SAP社のR/3※)の"GT

(GlobalTrade)”テンプレートの提供により,安価でスピー

ディなシステム構築を支援する｡また,ASP(Application

ServiceProvider)サービスの提供も行い,IT投資の削減を

支援する｡さらに,貿易金融EDI(Electronic DataInter-

change)との連動による事務の簡素化,決済の迅速化を支

援し,顧客企業のキャッシュフローマネジメントに貢献する｡

このほか,専門スタッフによる貿易業務のアウトソーシング

(一括受託)として,見積もり,契約から輸出入事務手続き,

決済業務,輸出管理などの煩雑な事務処理一式の業務受

託サービスを提供する｡

4.6 CNLink社のIP-VPNサービス

日中間のIP-VPNサービスのトップベンダーであるCNLink

社と連携し,エンドツーエンドでアクセス回線込みのIP-VPN

サービスを提供する(図4参照)｡

中国内へのアクセス開通を数か月という短納期で実現し,

24時間365日のネットワーク監視･オンサイト保守サービスを行

う｡また,中国語,英語,日本語でのヘルプデスクサービスも

用意している｡

さらに,他キャリヤとの提携により,中国全土の都市間接

続も可能であり,ルータやVoIP(Voice overInternet

Protocol)機器,テレビ会議システムも提供する｡

※)R/3は,SAPAGのドイツおよびその他の国における登録商標ま

たは商標である｡

52l日立柑2004･3

古
おわりに

ここでは,中国進出企業のための日立グループの支援

サービスについて述べた｡

中国進出企業支援サービスは,金融業や商社などからも

提供されている｡しかし,これらのサービスは碇供企業の得

意な金融や商流などに関連した分野にとどまり,工場建設

フェーズや運用フェーズでの事前計画,生産現場運用への

対応などについては,外部業者に依存することが多い｡

一方,日立製作所は,製造業として,設立から運営まで

一貫した支援を行えることを強みとしている｡日立グループは,

今後もわが国の企業が中国へ進出する際の各フェーズにお

いて,グループが蓄積したノウハウを活用し,ユーザーの期

待にこたえていく｡
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